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1．はじめに
　日本企業においてデジタル化された会計システ

ムの利用が増加しており、特にクラウド会計は中

小企業、個人事業主を中心に普及が進んでいる 1）。

クラウド会計とは、データやアプリケーション等

のコンピュータ資源をネットワーク経由で利用す

るクラウド・コンピューティングの技術を会計実

務に応用したものである（Dimitriu & Matei 2015）。
こうした技術は一般的に Software as a Service
（SaaS）と呼ばれ、パブリッククラウドサービス
の多くで採用されている（Yau-Yeung et al. 2020）。
SaaSの技術によって会計ソフトウェアは所有から
利用へシフトし、最新機能や法律への即時対応、

導入コストの低減、様々なデバイスからのアクセ

スなどのメリットをもつようになった。こうした

利便性によってクラウド会計のサービスを提供す

る企業（ベンダー）は増加しているが、クラウド

会計やその他サービスを提供するベンダーについ

ての研究はほとんど行われていない。

　富士キメラ総研の調査によると、日本における

会計システムを含めた業務システム市場は 2023
年で 4,989億円を見込み、2027年度には 6,737億
円に到達すると予測されている 2）。特に最新の機

能とアップデートに簡単にアクセス可能な SaaS
によるサブスクリプション型のクラウドベース

のソフトウェアの登場が、会計ソフトベンダーの

サービスの開発に影響を与えていることが指摘さ

1）  MM総研（2023）「クラウド会計ソフトの利用状況調査（2023年 3月末）」
2）  富士キメラ総研（2023）「ソフトウェアビジネス新市場 2023年版」
3）  Xero webpage　https://www.xero.com

れている（Marakarkandy & Yajnik 2013; McHaney, 
Hightower & Pearson 2002）。クラウドベースのソフ
トウェア・アプリケーションの採用が増加するに

つれて、クラウド・コンピューティングの技術を

利用したソフトウェアを評価するための適切で実

現可能なフレームワークを開発することが研究者

や実務家から注目されるようになった（Mauricette 
2019）。こうした、会計ソフトウェアの評価の研
究は将来のユーザ満足度把握と会計ソフトウェア

の成功に示唆を与える。Mauricette（2019）では
ニュージーランドにおける Xero3）のソフトウェア

のユーザ満足度の調査を行い、ユーザはサービス

内容に満足していることを指摘した。ただし、日

本においてこうした会計ソフトウェアや会計ソフ

トベンダーに関する研究はほとんど行われていな

い。

　そのため、本研究では会計ソフトベンダーを対

象とし、サービス内容の変化とそれが職業会計士

へ与える影響について調査を行った。本研究の目

的は会計のデジタル化による会計ソフトベンダー

のサービスが職業会計士に与える影響を捉えるこ

とである。以降は 2において先行研究の整理を行
い。3で研究方法と調査概要、4で結果と考察、5
で結論とする。

2．先行研究
　会計ソフトベンダーに関する研究としては、提
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供する会計ソフトの評価の研究が行われている。
Marushchak et al.（2021）では、複数の会計ソフト
の分析を行い、企業にとって最も適切な会計ソフ

トを選択する過程で考慮しなければならない熟考

すべき要因を分析・評価した。その結果、特別な

機能（売掛金・買掛金ツール、在庫追跡、時間追跡、

プロジェクト管理、給与計算、高度なレポート機

能）、使いやすさ（デスクトップソフト、クラウ

ドソフト、モバイル版、ユーザ数）、コスト（安価、

平均的な価格、追加機能付きの高価なもの）を考

慮する項目として特定した。また、ベンダーのサー

ビスによる支援の研究として、本橋（2021）は会
計事務所の中小企業支援のためにどのようなサー

ビスをベンダーが提供することができるかについ

て検討を行い、クラウド会計を含む複数の業務ア

プリケーションを連携する ERP4）システムを構築

することで経理業務全体の効率化・自動化の実現

が可能であると指摘した。同様に、会計事務所が

行う月次決算サービス（前月までの実績をチェッ

クし、フィードバックするサービス）に、フィー

ドフォワード（予測情報）を組み込み、経営計画・

利益計画に関与することで、中小企業の管理会計

を支援するサービスが有用性を発揮すると指摘す

る論文もある（山本・横井 2019）。
　このように、これまでも会計ソフトの有用性の

要素や会計ソフトベンダーが提供するべきサービ

ス内容について特定が行われている。ただし、こ

れまでの先行研究においては日本における会計ソ

フトベンダーのサービスの変化やその影響に焦点

を当てた調査は存在しない。

　本論文では、以下の通り本論文のリサーチ・ク

エスチョン（RQ）を設定した。

RQ1： デジタル化によって会計ソフトベンダーの
サービスはどのように変化したか

RQ2： デジタル化によるサービス内容は職業会計
士・会計実務家にどのような影響を与える

か

4）  ERPとは、エンタープライズ・リソース・プランニング（enterprise resource planning）の略称で、企業のさまざまな部門の人的
資源や資産などのリソースを統合的に管理することにより、業務や経営全般の効率化・最適化を図る考え方、またはそれを実現す

るシステムを指す（「マネーフォワードクラウド ERP」）。

　RQ1ではデジタル化によって様々なサービス
が開発されていることが予想されるが、それらの

サービスがどのようなものであるかを特定する。

また、これまでの社会の変化に対して会計ソフト

ベンダーがどのような商品開発を行ってきたかに

ついても特定する。次に、RQ2では、職業会計士・
会計実務家はそうした新しいサービスによってど

のような影響を受ける可能性があるかについて検

討を行う。RQ1の結果がRQ2の回答の基礎となり、
最終的には職業会計士に与える影響について明ら

かにすることを目的とする。

3．研究方法と調査概要
（1）研究方法
　本研究の調査はケース・スタディの手法をとる。
Yin（1994）によると、ケース・スタディは（企
業などの）関連する行動を操作できない場合に

おける、現在の事象を検討するのに望ましいとさ

れ、一般になぜ（why）あるいはどのように（how）
という問題を扱っている場合に適している手法で

ある。本論文では会計ソフトベンダーのインタ

ビューをもとに、デジタル化によってベンダーの

サービスがどのように変化してきたか、また、そ

のことにより職業会計士・会計実務家はどのよう

な影響を受けるかについて検討を行う。

　本調査は社内資料も含めたアーカイブデータの

分析を併用する形でケース・スタディを行った。

インタビューについては半構造化インタビューと

し、事前にインタビュー項目を設定しているが、

インタビュイに対してはその項目に関連する質問

も行う形とした。半構造化インタビューによる調

査を行う理由としては、「調査者が事前に必要だ

と想定するものと実際に調査対象者自身が重要だ

と考えるもの」（野村 2017）が異なる場合がある
ため、事前の質問内容に対して柔軟に質問を広げ

ることで、インタビュアの先入観を最小化しなが

らヒアリングを行うことを目指すためである。

　インタビュー・データについては録音したもの

を文字起こしして分析を行った。インタビュー内
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容について、RQ1：デジタル化によって会計ソフ
トベンダーのサービスはどのように変化したか、
RQ2：デジタル化によるサービス内容は職業会計
士・会計実務家にどのような影響を与えるかにつ

いて関連する箇所を抜き出した。その中で出てき

たキーワードについて分類を行い、サービス内容

の変化と職業会計士に与える影響について分析を

行う。

（2）調査概要
①インタビュー企業の選定
　インタビュー調査の対象として株式会社日本デ

ジタル研究所（以下、JDL）を選択することとし
た。その理由としては、会計ソフトベンダーのサー

ビスの提供と現状を知るために、①歴史のある会

計ソフトベンダーであり、その経緯について変化

の内容を知ることで、デジタル化による会計ソフ

トウェアやサービスの変化について特定すること

が可能であること、②パッケージ・ソフトからク

ラウド会計の販売も行っておりサービスの変化を

長期間にわたり調査し捉えることが可能であると

予想されること、③上場から非上場にしたことで、

長期的な目線によって独自のサービスの研究開発

を展開することが可能であり、会計ソフトベン

ダーの独自かつ新しい動向を確認することが可能

であることが挙げられる。また、日本における現

状や新しいサービスについての調査を行うため日

本に本社がある企業が望ましいという理由もあっ

た。

②調査企業 JDL の概要
　JDLの概要は次の通りである 5）。JDLは 1968年
の創業以来、半世紀にわたり会計事務所や企業経

理部門の業務を革新するプロユースのコンピュー

ターシステムの開発に専門特化し、お客様の発展

をサポートしてきた。1993年に東京証券取引所第
一部（現プライム市場）に指定されていたが、事

業の継続的な発展のための長期計画に基づいた技

術開発、人材育成に積極的に投資する経営の実践

のため、マネジメント・バイアウトによる自社株

5）  日本デジタル研究所ホームページ「ごあいさつ」
6）  日本デジタル研究所ホームページ「企業理念」
7）  日本デジタル研究所ホームページ「企業理念」

式の公開買い付けに応じ、2017年より非上場企業
となった 6）。会計事務所の件数は全国で約 32,000
件弱であるが、その内の約 14,000件の会計事務所
で JDLのシステムが利用されている。こうした高
いシェアの背景には、半世紀の長きにわたり、独

自開発の技術を以って、ハードウェア、ソフトウェ

ア、Webサービスを一体のシステムとして開発す
ることで、他に例のない独創的なソリューション

を提供し続けてきた実績、総合力への顧客の高い

評価がある。「自らの手で開拓」、「ユーザーに発

し、ユーザーに還る」という 2つの社是のもと、
ユーザの実務事情を深く検証し、見出した潜在的

なニーズを独自の技術で独創的なソリューション

に具現化し、ユーザの実務と経営の革新を目指し

ている 7）。

　JDL（2023c）によると、サービスとしては、一
般企業向け製品から会計事務所向け製品まで取り

揃えられている。たとえば、記帳ソフト、会計ソ

フト、管理会計ソフト、税務システム、顧客情報

管理システムなどである。会計事務所のあらゆる

規模によって製品・サービスの提供が可能であり、

製品の開発・製造・販売・アフターサポートも行

う。製品・サービス（ハードウェア・ソフトウェ

ア・ネットワーク）の開発は、札幌研究開発セン

ター、郡山工場・郡山研究開発センター、松本研

究開発センターにて 500名近くの技術者が開発に
取り組み、高度な要求に応えるシステムを具現化

している。「JDL IBEX クラウド組曲Major」のサー
ビスはクラウドのサービスであり、JDLのデータ
センターとデータ連携が行われており、回線のレ

スポンスを速め、処理が中断するリスクを回避す

ることができる（JDL 2023d）。
　また、現在は人工知能（AI）による仕訳入力シ
ステムの「AI-OCR」に力を入れており、会計事務
所実務に特化された仕訳入力システムによって、

業務を大幅に削減することができるようになって

いる（JDL 2023e）。JDLの AI-OCRを業務に導入
した税理士法人では、200件の顧問先の処理に 1
時間以上かかっていたものが 5分に短縮し、前年
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に比べて 100時間以上の業務の削減を実現したと
いう事例もあった（JDL 2023a）。JDLの財務情報
は以下のとおりである（JDL 2023b）。

　2023年 3月期決算
　売上　　391億 3,800万円（連結）
　純利益　47億 7,300万円（前年度から +22.57％）
　資本金　1億円
　従業員　約 1,150名（2023年 4月現在／単体）

③調査概要
　JDLのインタビュー調査は 2023年 6月 29日（木）
に行った。インタビュイは JDL営業所所長 A氏
であり、インタビュアは加納慶太である。インタ

ビュー時間は 66分であった。また、客観的な資
料としてインタビュー調査のみならず、企業がも

つ会計業務や事業に関するアーカイブ資料につい

ても収集し調査を行った。以下はその資料の一覧

である。
　・ インタビュー調査資料：

　　 会計事務所業務改善事例集（JDL 2023a）、企
業パンフレット（JDL 2023c）、ソフトウェア
説明資料（JDL 2023d）、ネットワーク（AI・
クラウド）説明資料（JDL 2023e）、ハードウェ
ア説明資料（JDL 2023f）

　・ 有価証券報告書（JDL 2023b）
　・ JDLホームページ（2023）
　これらのアーカイブ資料は内容の客観性を担保

するために重要な資料である。資料内容について

はインタビュー内容を補完する形で利用した。

4．結果と考察
（1）JDL の立ち位置
　JDLは創業から 50年以上会計ソフトベンダー
として潜在的なニーズを独自の技術で具現化し顧

客に貢献する製品を提供してきた。1993年には東
京証券取引所第一部（現プライム）に指定され堅

実な経営を行っていたが、長期計画に基づいた開

発・育成への投資の実現のため、2017年には非上
場企業となる。こうした独自路線の経営は現在も

続いており、ベンダーとしてハード製品を製造し

ている唯一の企業となった。A氏は次のように述
べる。

　　 　自社で工場を抱えて、研究から開発から、
製造・販売まで、一手にやらせていただいて

いる……（ハードの）部品などの調達ができ

なくて、ちょっと代替品を仕入れたとしても、

弊社の開発が、例えば回路を替えたり、基盤

を替えたりで、製品として出し続けられま

す……保証・保守までやりますので、基本的

には壊れたらすぐ現地で直す、とにかく業務

を止めないというところを一番に気を付けて

いる。

　こうしたすべての工程において他者を介さず自

社のみで解決できることが、強みとなっているこ

とが分かる。また、製品販売後のサポートも充実

しており、多くの支店（36支店）をいかし訪問に
よってアフターケアを行い、故障やサービスのエ

ラーなどに素早く対応する。さらに、そうしたイ

ベントがない場合においても定期巡回も行い人間

関係をつくりすぐに連絡を取り合える関係性も構

築している。

　以上の内容からも分かるように、JDLにおける
立場は特殊である。freeeやマネーフォワードの
ような新興の会計ソフトベンダーではなく、昔か

ら会計業務に関する製品を販売しており、その中

で実績を上げてきた。同様に昔から存在する日本
ICSや弥生は連結子会社である。TKCは同様に会
計事務所向けのサービスを提供するが、JDLは非
上場で独自のサービスを提供している。海外のベ

ンダーをみてもこうした企業は存在しない。

（2）デジタル化による会計サービスの変化
　JDLにおける最近のもっとも重要な話題は AI-
OCRである。AI-OCRとは OCR（Optical Character 
Reader：光学文字認識）に、AI（人工知能）技術
を加えたもので、機械学習による文字認識精度の

向上や異なる帳票フォーマットへの対応などによ
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り、業務効率の大幅な短縮が期待されている 8）。
AI-OCRについて A氏は以下のように説明する。

　　 　最近でいったら AI-OCRというのが、やっ
ぱりその業界ではちょっと、かなりリードし

ている……弊社は基本的に会計処理をするた

めの AIとして（AI-OCRを）開発をしていま
すので性能が高い……（自社で）ハードウェ

アも作成しているので JDLのみが（会計専門
の AI-OCRの開発が）実現可能である。

　こうしたサービスの提供は他のベンダーと一線

を画す。A氏は社会のペーパーレスの潮流につい
て、現実として中小企業はやはり紙ベースで業務

を行っている企業が多く、中小零細企業は自社で

経理をすべて行う余裕がない現実について指摘し

た。JDLでは他の企業と同様にクラウド会計ソフ
トについても提供しているが、多くのベンダーが

市場に参加しており差別化は難しい。そこで、紙

文化をデータに変える部分に注力することで、デ

ジタル化を推進させている。Ghasemi et al.（2011）
は会計情報システムに情報技術を採用することの

最も重要な欠点のひとつとして、すべてのシステ

ムで使用される技術が標準化されていないことを

指摘しているが、JDLはこの課題への回答として
デジタル化の新しいサービスによって紙からデー

タへの標準化を行っているともいえる。こうした

デジタル化をこれまで IT技術を持っていない企業
に提案することで、次のステップである AI化や
自動化へ移行することができる可能性があると述

べた。

（3）デジタル化が職業会計士に与える影響
　上記のようなサービスはデジタル化の独自の路

線であると言える。他ベンダーで行われているク

ラウド化ではなく、紙文化をデータに変換するた

めのサービスである。このようなデジタル化は職

業会計士へどのような影響を与えるか、A氏は以
下のように指摘する。

8）  リコーホームページ「AI OCRとは」

　　 　われわれの最終目標は、やっぱり単調な入
力作業をなくすというところを今一番にやっ

ていまして……（その結果として）いわゆる

本業に専念していただきたい。……われわれ

がしているのは経営改善をシステムで実現す

ることなのです。

　A氏は JDLがデジタル化によって単調な作業は
ITの技術にまかせて本業に専念してもらうこと
を目的としていると述べた。ここでいう本業とい

うのは、税理士におけるアドバイス業務や経営へ

の関与であると指摘している。こうした業務に時

間を割けるように税理士事務所・企業の会計業務

のデジタル化を進める。A氏は、将来的には Chat 
GPTなどの AIによって税務等に関するアシスト
ができるような製品の可能性についても言及し、

通信環境の改善によってクラウドやその他のデジ

タル技術が画期的に躍進する可能性があることも

同時に指摘している。

　こうしたサービスによる会計のデジタル化は職

業会計士・会計実務家の単純作業を改善すること

に成功している。すでに多くの成功事例があり

従来までの業務とは異なる業務内容へシフトす

る機会を得ることができている。たとえば、JDL
の AI-OCRを利用して記帳代行の業務時間を削減
した会計事務所は、捻出された時間によってクラ

イアントへのコンサルティングのための教育に

充当することを検討していると述べている（JDL 
2023a）。こうした事例は今後も多くなることが予
想される。また、様々なベンダーのアプローチに

よって会計業務のデジタル化は拡大し、職業会計

士・会計実務家のスキルや役割について検討する

ことが必要となる。

5．結論
　本調査では会計ソフトベンダーへのインタ

ビュー調査によって、職業会計士へ与える影響に

ついて検討を行った。現在の潮流であるクラウド

会計に関しては多くの企業が採用している。また、

会計ソフトベンダーは、クラウド会計への特化、
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税理士事務所への営業、合併・買収などの様々な

戦略で経営を行っている。こうした状況のなかで、

非上場によって長期的な視点でデジタル化を使っ

たサービスの提供を行う JDLについて詳しい調査
を行った。

　本調査による結論は、①デジタル化によって会

計ソフトベンダーのサービスがオンプレミスから

クラウドへ移行し、紙の書類をデータへ変換する

ことが求められ、AI-OCRという新しいサービス
の需要が増加していることが明らかとなった。こ

のことから、今後もベンダーのある一つのサービ

スのデジタル化が新たなサービスの需要を生む可

能性が示唆される。また、②本調査で特定された

デジタル化による紙からデータへの移行サービス

は、人間が行ってきた会計業務の作業時間を短縮

させる。そのため、職業会計士や会計実務家が行

うべき業務が減り、新たな業務としてクライアン

トへのアドバイス業務やその教育などの実施が期

待されていることが分かった。

　本論文の限界としてインタビュー調査は 1社の
みに留まっており、結論を一般化することはでき

ない。また、異なる種類のベンダー（たとえば、

企業向けにクラウド・サービスのみを提供する企

業など）への追加の調査による研究の蓄積が求め

られる。デジタル化は速い速度で進化しており、

今後も会計業務への新たなサービスやその影響に

ついて注視する必要がある。
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